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奈良県立大学のミッション
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(1)「地域創造学部」１学部の単科大学
学生65４名、教員29名、職員１８名（平成26年５月１日現在）

(2)建学の精神
「人と社会の未来を創る」

(3)育成する人材像
「地域創造学士」、すなわち、主体的行動力、創造力、状況対応力、学び

継続力を備えた「地域づくりに貢献できる優れた人材」を養成する。
(4)３つのポリシー
アドミッションポリシー

本学の建学の精神と教育理念に共感し、自ら考え、自ら行動する学習意欲の
高い学生を受け入れる。
カリキュラムポリシー

本学の教育理念に基づき、地域の未来づくりに貢献できる人材を育成するた
めの教育課程を編成する。
ディプロマポリシー

高い教養と、人と社会の未来を創るために必要な専門知識および創造力を身
に付けた学生に卒業を認定する。



地域志向の大学を目指した大学改革の推進

(1)2001年「創生期」 商学部を改組転換し、地域経済学科と観光経営学科からなる
地域創造学部を創設

(2)2007年「第１改革期」 地域総合学科、観光学科に名称変更
科目新設、教員増員に伴いフィールド教育の量・質を向上

(3)2010年「第２改革期」 カリキュラムを再編し、学生の主体性と創造力を養成

(4)2014年「第３改革期」 地域総合学科と観光学科を統合し、地域創造学科を設置

全学体制で取り組み、「奈良県立大学＝地（知）の拠点となる地域志向の大学」として他
大学との差別化を図る。

2013年度 地（知）の拠点整備事業に申請、採択。
（平成２５～２９年度 補助対象経費総額 約2億円）
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これまでにない特色ある教育方法と教育の質の向上

(1)「学習コモンズシステム」による徹底した対話型少人数教育
１つのコモンズにつき学生（30～40人）と教員（８人）による志向性
をもった学びの共同体として４つの領域の学習コモンズを設ける。
ゼミを重視した教育

卒業必要単位数124単位のうち44単位をゼミ教育に配分
1年：基礎ゼミ（4単位）、2～4年コモンズゼミ（40単位）

(2)課題指向型教育
４つの領域（観光創造、都市文化、コミュニティデザイン、地域経済）
多様な地域課題に対してそれぞれの課題解決のフレームワークから学際
的なアプローチによる学びを提供する。
(3)解決指向型教育
課題の理論的な解決ではなく、実現可能な解決の方法を模索し、提示す
るために、PBL（プロジェクト・ベースト・ラーニング）による実践型教
育を行う。
フィールドワークを必修化し、単位を認定（８単位）することによって、
課題解決能力を養う。
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県内自治体の課題と奈良県立大学の資源の活用

奈良市

宇陀市
桜井市

明日香村

奈良県立大学

観光創造コモンズ

コミュニティ・デザイン
コモンズ

地域経済コモンズ

都市文化コモンズ

■県内市町村の主要な課題(ニーズ)

・協働まちづくりに向けたシステムの検討
・中心市街地活性化と高齢化への対応
・古代遺産を活用した地域づくり

・グリーンツーリズムの積極的な展開
・観光の担い手の人材育成と過疎対策
・自然環境の保全と観光のバランス

・伝統文化を活かした地場産業の活性化
・広域化に伴う行政システムの検討
・伝統と自然文化の融合する地域づくり

モデル④：地場産業と伝統の中山間地域

□大学の資源(シーズ)

県立大学附属図書館

・地域関連情報
の整理と発信

地域交流センター

・地域連携活動への
全面的サポート

モデル市町村

＋

課題モデル(大都市、中小
都市、農村、中山間地域)
地域の設定

奈良県

モデル③：地域再生を目指す中小都市

モデル①：歴史資源豊富な農村地域

モデル②：歴史文化観光都市

・訪日外国人観光客への対応、情報発信
・多世代を呼び込む観光施策
・情報メディアを活用した観光まちづくり

課
題
に
応
じ
た

学
習
コ
モ
ン
ズ
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
全
学
的
対
応

地学連携と学習コモンズシステムによる地域人材の育成と地域再生 奈良県立大学
Nara Prefectural University



◆鉄道会社と連携してツアー商品を企画 ◆「着地型観光と歴史ガイドツアー～あ
すか歴史探検隊～」の研究発表が、２０
１３年度実施の第10回産学連携オープ
ンセミナー最優秀賞を受賞

○県立大学の学生が中学生に遺跡を解説する様子

県立大学学生による実地研究の事例
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地域交流センターの設置

従来あった地域貢献センターと就業力育成センターを拡充し、国際交流機能を加えた「国際交流
室」「地域交流室」「キャリア・サポート室」で構成する地域交流センターを平成２５年４月に開設。

【地域交流室】

教育研究のためのフィールドワークの支援、高大連携の支援、地域との連携協力に基づく地域
貢献等の地域交流支援を行う。平成２６年１月に地域サテライトを桜井市に開所。

◆県内市町村等との連携協定締結数 １６団体

【国際交流室】
学生のコミュニケーション能力・異文化理解能力等の国際性を高め、国際社会で活躍できる人
材を養成するため、留学生の派遣及び受入れ、海外の大学との学術交流をサポートする。

【キャリア・サポート室】
従来の大学教育に加え、学生が自己のキャリアを形成して卒業後の社会的・職業的に自立する
ことを支援する。

◆就職希望者の就職率 Ｈ２３－９６．１％ Ｈ２４－９８．６％ Ｈ２５－１００％
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項目 主な内容

根拠法令 「大学教員等の任期に関する法律」に基づき学内規則を整備

任期 ・３年 （１回目更新後の任期は２年）

※通算5年で無期の労働契約への転換を請求できる

再任 ・外部委員を含む再任審査委員会を設置し再任審査を実施

・研究業績と研究・教育・社会・大学活動を評価

※ 公立大学法人化後は、理事会において再任を決定

※現任教員については、法人化の際に本人同意のうえ、任期制に移行する予定。

・平成２６年度のコモンズ制導入に伴う教員採用から任期制を導入

・公募による採用を実施

・選考に外部有識者が参加

教員の任期制について
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地学連携と学習コモンズシステムによる地域人材の育成と地域再生

奈良県立大学シニア・カレッジの実施

○奈良県立大学の社会貢献事業として実施。
○単に同世代だけで学ぶのではなく、若い学生と同じキャンパスで一緒に学べる。

・基礎を学んだうえで、大学の一般教養科目等の受講につながることも期待

○①国語(国語総合）、②国語（古典）、③歴史（日本史）、④歴史（世界史）、⑤英
語、⑥大学教員等による多様な講義を、高等学校の教科書をテキストにして１科
目（９０分）につき年間３５コマ実施。

講座別受講者数(名)

講座名 受講決定者数（名） 計（名）

国語（国語総合） 70 70

国語（古典） 64 64

日本史A・日本史B 70 75 145

世界史 81 81

英語A・英語B 73 59 132

計（名） 492(実人数 475)

◆当初各科目４０名、計２００名
募集としたが、応募多数のため
科目の分割、クラス定員の増で
対応。

【特別講義を行う大学教員等の例】

田辺征夫元奈良国立文化財研究所長、菅谷文則
橿原考古学研究所長、奈良県立美術館学芸課長、
奈良県立万葉文化館研究員

※上記受講者数は正規の受講者数であり、体験受講者を含まない



改革を進める大学に対する県の支援

○地域に開放する施設や対話型少人数教育に対応した施設を整備
・地域交流棟の整備（平成２６年度）
・その他、教室、図書館、体育館等を整備予定（平成２７年度以降）

○大学の地方独立行政法人化実施（平成２７年４月）
・柔軟な運営体制を取り入れることにより機動的な事業執行が可能
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